いわき市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する指針
（趣旨）

第１条　この指針は、本市において介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第８条第14項に規定する地域密着型サービス又は法第８条の２第14項に規定する地域密着型介護予防サービスの事業を行う者（以下「事業者」という。）が従うべき基準に関して、法に定めるもののほか、法第78条の４第４項及び法第115条の14第４項の規定に基づき、必要な事項を定めるものとする。

（対象）

第２条　この指針の対象となる者（以下「対象者」という。）は、市の区域内にその運営する施設又は事業所が所在する事業者で次の各号のいずれかに該当するものとし、この指針の対象となる施設又は事業所（以下「対象施設又は対象事業所」という。）は、対象者が運営する当該事業の用に供される施設又は事業所とする。

⑴　法第８条第17項に規定する小規模多機能型居宅介護又は法第８条の２第16項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護（以下「小規模多機能型居宅介護等」という。）を行う者であって、法第42条の２第１項又は法第54条の２第１項の規定により市長が指定するもの（以下「指定小規模多機能型居宅介護等事業者」という。）
⑵　法第８条第18項に規定する認知症対応型共同生活介護又は法第８条の２第17項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護（以下「認知症対応型共同生活介護等」という。）を行う者であって、法第42条の２第１項又は法第54条の２第１項の規定により市長が指定するもの（以下「指定認知症対応型共同生活介護等事業者」という。）
⑶　法第８条第19項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護を行う者であって、法第42条の２第１項の規定により市長が指定するもの（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者」という。）
⑷　法第８条第20項に規定する地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う者であって、法第42条の２第１項の規定により市長が指定するもの（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者」という。）
（小規模多機能型居宅介護等に係る人員に関する基準）

第３条　指定小規模多機能型居宅介護等事業者が、夜間及び深夜の時間帯において当該事業を行う事業所ごとに置くべき指定小規模多機能型居宅介護等の提供に当たる従業者（以下「小規模多機能型居宅介護等従業者」という。）の員数の基準は、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第34号。以下「指定基準」という。）第63条及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号。以下「予防基準」という。）第44条に定めるとおりとする。ただし、これらの規定により置く宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護等従業者は、夜間及び深夜の時間帯における宿泊サービスの利用者の防火安全を考慮し、事業所内で宿直するものとする。

（小規模多機能型居宅介護等に係る設備に関する基準）

第４条　指定小規模多機能型居宅介護等事業者は、消防法施行令（昭和36年政令第37号）第12条第１項第１号に規定する防火対象物に準じて、当該事業を行う事業所ごとに、スプリンクラー設備（同令に定めるスプリンクラー設備をいい、必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成16年総務省令第92号）第２条第１項のスプリンクラー設備に代えて用いることができるパッケージ型自動消火設備を含む。以下「スプリンクラー設備等」という。）を設置するものとする。
２　前項に規定する基準は、延べ面積275平方メートル未満の事業所についても、適用があるものとする。

（小規模多機能型居宅介護等に係る運営に関する基準）

第５条　指定小規模多機能型居宅介護等事業者は、消防法施行規則（昭和36年自治省令第６号）第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための具体的計画を立て、計画的に避難、救出等訓練を実施するものとする。
２　前項に規定する避難、救出等訓練のうち、特に夜間における非常災害発生を想定した訓練を年２回以上実施するものとし、うち少なくとも１回は地域の消防機関と連携の上実施するものとする。

３　指定小規模多機能型居宅介護等事業者は、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、平時から消防団、地域住民等との連携を図り、火災等の際に消火、避難等に協力を得ることができる体制を整備するものとする。

４　指定基準第64条及び予防基準第45条に規定する指定小規模多機能型居宅介護等事業所の管理者は、その管理する事業所において、前３項の規定を遵守するため、必要な指揮命令を行うものとする。
（認知症対応型共同生活介護等に係る人員に関する基準）

第６条　指定認知症対応型共同生活介護等事業者が、夜間及び深夜の時間帯において当該事業を行う事業所ごとに置くべき指定認知症対応型共同生活介護等の提供に当たる介護従業者（以下「介護従業者」という。）の員数の基準は、指定基準第90条及び予防基準第70条に定めるとおりとする。ただし、夜間及び深夜の時間帯における利用者の防火安全を考慮し、当該事業所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務（宿直勤務を除く。以下同じ。）を行わせるために必要な数以上の介護従業者を置くものとする。

（認知症対応型共同生活介護等に係る設備に関する基準）

第７条　指定認知症対応型共同生活介護等事業者は、当該事業を行う事業所（消防法施行令第12条第１項第１号に規定する防火対象物に該当しない事業所を含む。）ごとにスプリンクラー設備等を設置するものとする。
（認知症対応型共同生活介護等に係る運営に関する基準）

第８条　指定認知症対応型共同生活介護等事業者は、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための具体的計画を立て、計画的に避難、救出等訓練を実施するものとする。

２　前項に規定する避難、救出等訓練のうち、特に夜間における非常災害発生を想定した訓練を年２回以上実施するものとし、うち少なくとも１回は地域の消防機関と連携の上実施するものとする。

３　指定認知症対応型共同生活介護等事業者は、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、平時から消防団、地域住民等との連携を図り、火災等の際に消火、避難等に協力を得ることができる体制を整備するものとする。

４　指定基準第91条及び予防基準第71条に規定する指定認知症対応型共同生活介護等事業所の管理者は、その管理する事業所において、前３項の規定を遵守するため、必要な指揮命令を行うものとする。

（地域密着型特定施設入居者生活介護に係る人員に関する基準）

第９条　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定基準に規定する職員配置の基準を満たしている場合においても、利用者の防火安全を考慮し、夜間における指定地域密着型介護特定施設入居者生活介護の提供に当たる介護職員又は看護師若しくは准看護師等の追加配置について検討するものとする。
（地域密着型特定施設入居者生活介護に係る設備に関する基準）

第10条　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、当該事業を行う事業所（消防法施行令第12条第１項第１号に規定する防火対象物に該当しない事業所を含む。）ごとにスプリンクラー設備等を設置するものとする。
（地域密着型特定施設入居者生活介護に係る運営に関する基準）

第11条　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための具体的計画を立て、計画的に避難、救出等訓練を実施するものとする。

２　前項に規定する避難、救出等訓練のうち、特に夜間における非常災害発生を想定した訓練を年２回以上実施するものとし、うち少なくとも１回は地域の消防機関と連携の上実施するものとする。

３　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、平時から消防団、地域住民等との連携を図り、火災等の際に消火、避難等に協力を得ることができる体制を整備するものとする。

４　指定基準第111条に規定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の管理者は、その管理する事業所において、前３項の規定を遵守するため、必要な指揮命令を行うものとする。

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る人員に関する基準）

第12条　指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者は、指定基準に規定する職員配置の基準を満たしている場合においても、利用者の防火安全を考慮し、夜間における指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に当たる介護職員又は看護師若しくは准看護師等の追加配置について検討するものとする。

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る設備に関する基準）

第13条　指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者は、当該事業を行う事業所（消防法施行令第12条第１項第１号に規定する防火対象物に該当しない事業所を含む。）ごとにスプリンクラー設備等を設置するものとする。
（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る運営に関する基準）

第14条　指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者は、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための具体的計画を立て、計画的に避難、救出等訓練を実施するものとする。

２　前項に規定する避難、救出等訓練のうち、特に夜間における非常災害発生を想定した訓練を年２回以上実施するものとし、うち少なくとも１回は地域の消防機関と連携の上実施するものとする。

３　指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者は、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、平時から消防団、地域住民等との連携を図り、火災等の際に消火、避難等に協力を得ることができる体制を整備するものとする。

４　指定基準第146条に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、その管理する施設において、前３項の規定を遵守するため、必要な指揮命令を行うものとする。

（遵守状況の公表）

第15条　市は、第２条各号に掲げる事業者に対し、指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する現況報告書（第１号様式。以下「現況報告書」という。）により、この指針に定める事業者が遵守すべき基準に関して必要な事項の報告を求めることができるものとする。
２　前項の規定による報告は、毎年度４月１日時点の状況を記入し、４月末日までに市に提出するものとする。ただし、現況に異動があったときは、現況に異動があった日から10日以内に、異動後の状況について記入した現況報告書を市に提出するものとする。

３　市は、前２項の規定による報告に基づき、この指針に定める事業者が遵守すべき基準に関して、事業所ごとの遵守状況を公表するものとする。
（改正手続）

第16条　この指針に定める事業者が遵守すべき基準の改正に際しては、法第78条の４第５項及び法第115条の14第５項の規定に基づき、あらかじめ、市が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るため、これらの者のうちから別に定めるところにより選出したものに対し、意見を求めるものとする。
附　則

１　この指針は、平成22年５月１日から実施する。
２　この指針の実施の際、現に存する対象施設又は対象事業所については、第４条、第７条、第10条及び第13条の規定は、平成24年３月31日までの間は、適用しない。



























